
資料１

「職場における心理的負荷評価表の見直し等に関する検討会」開催要綱

１ 趣旨・目的

業務による心理的負荷を原因として精神障害を発病し、あるいは自殺したとする事

案（以下「精神障害等」という ）については、平成１１年度に策定した「心理的負荷。

」（ 「 」 。） 、による精神障害等に係る業務上外の判断指針 以下 判断指針 という に基づき

同判断指針別表１「職場における心理的負荷評価表 （以下「評価表」という ）によ」 。

り業務による心理的負荷の強度等について評価し、業務上外の判断を行っているとこ

ろである。

、 、 、しかしながら 判断指針策定以降 企業における組織の再編や人員の削減等の実施

あるいは能力主義・成果主義に基づく賃金・処遇制度の導入等に伴う人事労務管理の

強化等職場をとりまく状況が変化している中で、業務の集中化による心理的負荷、職

場でのひどいいじめによる心理的負荷など、新たに心理的負荷が生ずる事案が認識さ

れ、現行の評価表における具体的出来事への当てはめが困難な事案が少なからず見受

けられるところである。

このような状況をも踏まえ、平成１４年度及び平成１８年度においてストレス出来

、 、 、事の評価に関する委託研究を実施したものであり 今般 これらの研究結果に基づき

、厚生労働省労働基準局労災補償部長が精神障害等に精通した医学専門家の参集を求め

評価表における業務上の具体的出来事等に関する検証・検討を行うこととする。

２ 主な検討事項

( ) 現行の「評価表 （３１項目）の見直しについて1 」

( ) その他関連する事項について2

３ 参集者

( ) 本検討会は、別紙の医学専門家を参集者とする。1
( ) 本検討会には、参集者の互選により座長を置き、座長は本検討会を統括するもの2

とする。

( ) 本検討会には、必要に応じ、別紙参集者以外の関係領域の専門家の参集を依頼す3
ることができるものとする。

４ その他

( ) 本検討会は、公開を原則とするが、個別症例を取り扱う場合には非公開とする。1
( ) 参集及び検討会運営に関する庶務は、厚生労働省労働基準局労災補償部補償課2

職業病認定対策室において行う。

附則 本要綱は、平成２０年１２月１０日から施行する。
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